
（例）１月決算法人（免税事業者）が翌課税期間の初日（令和６年２月１日）から登録を受ける場合

記 載 例

「至」には災害のやんだ日（「適格請求書発行事業者の登録申請書」と同時に
この延長申請書を提出する場合は登録申請書の提出日）を記載してください。

６ １ １
令和６年能登半島地震
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令和６年能登半島地震により事務所が半壊し、業務が
行えないため。

「申請期限」欄の記載方法
「適格請求書発行事業者の登録申請書」と同時にこの
延長申請書を提出する場合は登録申請書の提出日を記
載してください。
この延長申請書のみを提出する場合は、期限延長の指
定を受けようとする日を記載してください。

「法定期限」欄の記載方法
登録を受けようとする課税期間の初日から15日前の日を記載してください。

なお、記載を省略し、空欄でも差し支えありません。

「適格請求書発行事業者の登録申請書」（免税事業者の方が翌課税期間の初日から登録を受け
ようとする場合）に関する「災害による申告、納付等の期限延長申請書」の記載例

「期限の種類」欄の記載方法

登録を受けようとする課税期間
の初日を必ず記載してください。

「被災状況」欄には、期限の延長を申請する理由（被
災の程度など）を記載してください。


